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さいたま市人事委員会規則第４号 

さいたま市職員の定年等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

さいたま市職員の定年等に関する条例施行規則（平成１４年さいたま市人事委員会

規則第１４号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（定年に達している者の採用等） （定年に達している者の採用） 

第２条 職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２

６１号。以下「法」という。）第２８条の６第４

項に規定する職員を除く。）の採用は、採用しよ

うとする者が当該採用に係る職について定められ

た定年に達しているときには、行うことができな

い。ただし、かつて職員として任用されていた者

のうち、引き続き国家公務員の職、他の地方公共

団体に属する地方公務員の職、特別職に属する地

方公務員の職又はさいたま市職員退職手当条例（

平成１３年さいたま市条例第４６号）第１１条第

５項第４号に規定する特定一般地方独立行政法人

等職員の職に就き、引き続きこれらの職に就いて

いる者（これらの職のうち一の職から他の職に１

回以上引き続いて異動した者を含む。）の、その

者が当該採用に係る職を占めているものとした場

合に定年退職（条例第２条の規定により退職する

ことをいう。以下同じ。）をすることとなる日以

前における採用については、この限りでない。 

第２条 職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２

６１号。以下「法」という。）第２８条の２第４

項に規定する職員を除く。）の採用は、再任用（

法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は

第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により 

採用することをいう。以下同じ。）の場合を除き、

採用しようとする者が当該採用に係る職について 

定められた定年に達しているときには、行うこと 

ができない。ただし、かつて職員として任用され 

ていた者のうち、引き続き国家公務員の職、他の 

地方公共団体に属する地方公務員の職、特別職に 

属する地方公務員の職又はさいたま市職員退職手 

当条例（平成１３年さいたま市条例第４６号）第 

１１条第５項第４号に規定する特定一般地方独立 

行政法人等職員の職に就き、引き続きこれらの職 

に就いている者の、その者が当該採用に係る職を 

占めているものとした場合に定年退職（条例第２ 

条の規定により退職することをいう。以下同じ。 

）をすることとなる日以前における採用について 

は、この限りでない。 

２ 職員の他の職への異動（法第２８条の６第４項

に規定する職員となる異動を除く。）は、その者

が当該異動後の職を占めているものとした場合に

定年退職をすることとなる日後には、行うことが

できない。ただし、勤務延長職員（条例第４条第

１項又は第２項の規定により引き続き勤務してい

る職員をいう。以下同じ。）を、組織の変更等に

より勤務延長（同条第１項の規定により職員を引

き続き勤務させることをいう。以下同じ。）に係

る職の業務と同一の業務を行うことをその職務の

主たる内容とする職に昇任し、降任し、又は転任

２ 職員の他の職への異動（法第２８条の２第４項

に規定する職員となる異動を除く。）は、その者

が当該異動後の職を占めているものとした場合に

定年退職をすることとなる日後には、行うことが

できない。ただし、条例第４条第１項の規定によ

り引き続いて勤務している職員（以下「勤務延長

職員」という。）の、特別の事情による場合の異

動及び再任用をされている職員としての異動につ

いては、この限りでない。 



 

 

する場合は、この限りでない。 

  

（勤務延長に係る任命権者） （勤務延長） 

第３条 ［略］ 第３条 ［略］ 

  

 （勤務延長に係る職員の同意）  

第４条 ［略］ 第４条 ［略］ 

  

 （勤務延長職員の併任の制限）  

第５条 任命権者は、勤務延長職員が従事している 

職務の遂行に支障がないと認められる場合を除き、

勤務延長職員を併任することができない。 

 

  

（勤務延長に係る他の任命権者に対する通知）  

第６条 任命権者は、勤務延長を行う場合、勤務延

長の期限を延長する場合及び勤務延長の期限を繰

り上げる場合において、職員が任命権者を異にす

る職に併任されているときは、当該併任に係る職

の任命権者にその旨を通知しなければならない。 

第５条 任命権者は、勤務延長（条例第４条第１項

の規定により職員を引き続いて勤務させることを

いう。以下同じ。）を行う場合、勤務延長の期限

を延長する場合及び勤務延長の期限を繰り上げる

場合において、職員が任命権者を異にする職に併

任されているときは、当該併任に係る職の任命権

者にその旨を通知しなければならない。 

  

（定年及び定年退職日に係る職員への周知） （職員への周知） 

第７条 ［略］ 第６条 ［略］ 

  

（勤務延長の状況の報告） （報告） 

第８条 任命権者は、毎年５月末日までに、次に掲 

げる事項を人事委員会に報告しなければならない。

第７条 任命権者は、毎年５月末日までに、前年度

に定年に達した職員に係る勤務延長の状況を人事

委員会に報告しなければならない。 

⑴ 前年度に定年に達した職員に係る勤務延長の 

事由及び期限の状況 

 

⑵ 前年度に勤務延長の期限が到来した職員に係 

る条例第４条第２項の規定による期限の延長の 

状況 

 

２ 任命権者は、第２条第２項ただし書の規定によ

る昇任、降任又は転任を行った場合には、速やか

に当該昇任、降任又は転任の内容を人事委員会に

報告しなければならない。 

 

  

（特定管理監督職群を構成する管理監督職）  

第９条 条例第９条第３項に規定する人事委員会規

則で定める管理監督職は、校長、副校長及び教頭

とする。 

 

  

（管理監督職への併任の制限）  

第１０条 法第２８条の３の規定は、併任について

準用する。 

 

  



 

 

（他の管理監督職の併任の解除）  

第１１条 職員が他の管理監督職（条例第６条に規

定する職をいう。以下同じ。）に併任されている

場合において、当該職員が条例第８条に規定する

他の職への降任等（以下「他の職への降任等」と

いう。）をされたとき（条例第１２条の規定によ

り他の職への降任等をされたときを含む。）又は

併任されている他の管理監督職の異動期間（条例

第９条第１項に規定する異動期間をいう。以下同

じ。）の末日が到来したときは、任命権者は、当

該併任を解除しなければならない。 

 

  

（異動期間の延長に係る任命権者）  

第１２条 条例第９条に規定する任命権者には、併

任に係る職の任命権者は含まれないものとする。 

 

  

（異動期間の延長等に係る職員の同意）  

第１３条 条例第１１条に規定する職員の同意は、

書面によって得なければならない。 

 

  

（異動期間が延長された管理監督職に組織の変更 

等があった場合） 

 

第１４条 条例第９条第１項又は第２項の規定によ

り異動期間が延長された管理監督職を占める職員

が、組織の変更等により当該管理監督職の業務と

同一の業務を行うことをその職務の主たる内容と

する他の管理監督職を占める職員となる場合は、

当該他の管理監督職を占める職員は、当該異動期

間が延長された管理監督職を引き続き占めている

ものとみなす。 

 

  

（管理監督職への併任の特例）  

第１５条 任命権者は、条例第９条の規定により延

長された異動期間に係る管理監督職を占める職員

が従事している職務の遂行に支障がないと認めら

れる場合その他人事委員会が定める場合に限り、

第１０条の規定にかかわらず、当該職員を、他の

管理監督職に併任することができる。 

 

  

（延長した異動期間の期限の繰上げ）  

第１６条 任命権者は、条例第９条第１項又は第２ 

項の規定により異動期間を延長した場合において、

当該異動期間の末日の到来前に同条第４項の規定 

を適用しようとするときは、当該異動期間の期限 

を繰り上げることができる。 

 

  

（異動期間の延長に係る他の任命権者に対する通 

知） 

 

第１７条 任命権者は、条例第９条の規定により異  



 

 

動期間を延長する場合、異動期間の期限を繰り上

げる場合及び異動期間の延長の事由の消滅により

他の職への降任等をする場合において、職員が任

命権者を異にする職に併任されているときは、当

該併任に係る職の任命権者にその旨を通知しなけ

ればならない。 

  

（異動期間の延長の状況の報告）  

第１８条 任命権者は、毎年５月末日までに、前年

の４月２日からその年の４月１日までの間に条例

第９条の規定により異動期間が延長された管理監

督職を占める職員に係る当該異動期間の延長の状

況を人事委員会に報告しなければならない。 

 

  

（定年前再任用希望者に明示する事項及び定年前 

再任用希望者の同意） 

 

第１９条 任命権者は、定年前再任用（条例第１３

条の規定により採用することをいう。以下同じ。

）を行うに当たっては、あらかじめ、定年前再任

用をされることを希望する者（以下この条及び次

条において「定年前再任用希望者」という。）に

次に掲げる事項を明示し、その同意を得なければ

ならない。当該定年前再任用希望者の定年前再任

用までの間に、明示した事項の内容を変更する場

合も、同様とする。 

 

⑴ 定年前再任用を行う職に係る職務内容  

⑵ 定年前再任用を行う日  

⑶ 定年前再任用に係る勤務地  

⑷ 定年前再任用をされた場合の給与  

 ⑸ 定年前再任用をされた場合の１週間当たりの 

勤務時間 

 

 ⑹ 前各号に掲げるもののほか、任命権者が必要 

と認める事項 

 

  

（定年前再任用の選考に用いる情報）  

第２０条 条例第１３条の人事委員会規則で定める

情報は、定年前再任用希望者についての次に掲げ

る情報とする。 

 

⑴ 人事評価の総合評価その他勤務の状況を示す 

事実に基づく従前の勤務実績 

 

⑵ 定年前再任用を行う職の職務遂行に必要とさ 

れる経験又は資格の有無その他定年前再任用を 

行う職の職務遂行上必要な事項 

 

  

 （定年前再任用の状況の報告）  

第２１条 任命権者は、毎年５月末日までに、前年

度における定年前再任用の状況を人事委員会に報

告しなければならない。 

 



 

 

  

 （情報の提供及び勤務の意思の確認）  

第２２条 条例附則第３項の任命権者には、併任に

係る職の任命権者は含まれないものとする。 

 

  

第２３条 条例附則第３項の規定により職員に提供

する情報は、次に掲げる情報（第１号、第３号及

び第４号に掲げる情報にあっては、当該職員が年

齢６０年に達した日以後に適用される措置に関す

る情報に限る。）とする。 

 

 ⑴ 法第２８条の２から第２８条の５までの規定 

による管理監督職勤務上限年齢による降任等に 

関する情報 

 

 ⑵ 法第２２条の４第３項に規定する定年前再任 

用短時間勤務職員（次条第２項第３号において 

「定年前再任用短時間勤務職員」という。）の 

任用に関する情報 

 

 ⑶ さいたま市職員の給与に関する条例（平成１ 

３年さいたま市条例第４２号）附則第３２項か 

ら第３８項まで又はさいたま市教職員の給与に 

関する条例（平成２９年さいたま市条例第２１ 

号）附則第２４項から第３２項までの規定によ 

る年齢６０年に達した日後における最初の４月 

１日以後の当該職員の給料月額を引き下げる給 

与に関する特例措置（さいたま市技能職員の給 

与の種類及び基準に関する条例（平成１３年さ 

いたま市条例第４３号）又はさいたま市水道局 

企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（ 

平成１３年さいたま市条例第２７７号）の適用 

を受ける職員にあっては、これらに相当する給 

与に関する特例措置）に関する情報 

 

 ⑷ さいたま市職員退職手当条例附則第１７項か 

ら第２０項まで及び第２５項又はさいたま市教 

職員退職手当条例（平成２９年さいたま市条例 

第２２号）附則第２３項から第２６項まで及び 

第３１項の規定による当該職員が年齢６０年に 

達した日から条例第３条に規定する定年に達す 

る日の前日までの間に非違によることなく退職 

をした場合における退職手当の基本額を当該職 

員が当該退職をした日に条例第２条の規定によ 

り退職をしたものと仮定した場合における額と 

同程度の額とする退職手当に関する特例措置（ 

さいたま市技能職員の給与の種類及び基準に関 

する条例又はさいたま市水道局企業職員の給与 

の種類及び基準に関する条例の適用を受ける職 

員にあっては、これらに相当する退職手当に関 

する特例措置）に関する情報 

 

 ⑸ 前各号に掲げるもののほか、条例附則第３項 

の規定により勤務の意思を確認するため必要で 

あると任命権者が認める情報 

 



 

 

  

第２４条 任命権者は、条例附則第３項の規定によ

り職員の勤務の意思を確認する場合は、そのため

の期間を十分に確保するよう努めなければならな

い。 

 

２ 前項の勤務の意思の確認においては、次に掲げ

る事項を確認するものとする。 

 

 ⑴ 引き続き常時勤務を要する職を占める職員と 

して勤務する意思 

 

 ⑵ 年齢６０年に達する日以後の退職の意思  

 ⑶ 定年前再任用短時間勤務職員として勤務する 

意向 

 

 ⑷ その他任命権者が必要と認める事項  

  

 （その他）  （その他） 

第２５条 ［略］ 第８条 ［略］ 

  

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。ただし、附則第６項及び第１３項

の規定は、公布の日から施行する。 

 （令和４年改正条例附則第３項の規定による勤務についての準用） 

２ この規則による改正後のさいたま市職員の定年等に関する条例施行規則（以下「

改正後の施行規則」という。）第２条第２項、第３条から第６条まで及び第８条（

同条第１項第１号に係る部分を除く。）の規定は、さいたま市職員の定年等に関す

る条例等の一部を改正する等の条例（令和４年さいたま市条例第３５号。以下「令

和４年改正条例」という。）附則第３項の規定による勤務について準用する。 

 （令和４年改正条例附則第４項の人事委員会規則で定める職） 

３ 令和４年改正条例附則第４項の人事委員会規則で定める職は、次に掲げる職のう

ち、当該職が同項に規定する基準日（以下この項及び次項において「基準日」とい

う。）の前日に設置されていたものとした場合において、基準日における新定年条 

例定年（同項に規定する新定年条例定年をいう。以下この項及び次項において同じ。 

）が基準日の前日における新定年条例定年（同日が令和５年３月３１日である場合

には、旧定年条例定年（令和４年改正条例附則第６項に規定する旧定年条例定年を

いう。次項において同じ。））を超える職とする。 



 

 

 ⑴ 基準日以後に新たに設置された職 

 ⑵ 基準日以後に組織の変更等により名称が変更された職 

 （令和４年改正条例附則第４項の人事委員会規則で定める職員） 

４ 令和４年改正条例附則第４項の人事委員会規則で定める職員は、前項に規定する

職が基準日の前日に設置されていたものとした場合において、同日における当該職

に係る新定年条例定年（同日が令和５年３月３１日である場合には、旧定年条例定

年）に達している職員とする。 

 （改正後の施行規則第２条第２項ただし書及び第８条第２項の規定の準用） 

５ 改正後の施行規則第２条第２項ただし書及び第８条第２項の規定は、令和４年改

正条例附則第４項の規定により昇任し、降任し、又は転任することができない場合

について準用する。 

 （定年前再任用の準備行為） 

６ 改正後の施行規則第１９条の規定による定年前再任用の手続は、この規則の施行

前においても行うことができる。 

 （令和４年改正条例附則第２１項の人事委員会規則で定める短時間勤務の職） 

７ 令和４年改正条例附則第２１項の人事委員会規則で定める短時間勤務の職は、次

に掲げる職のうち、当該職が同項に規定する基準日（以下この項、次項及び附則第

９項において「基準日」という。）の前日に設置されていたものとした場合におい

て、基準日における新定年条例定年相当年齢（令和４年改正条例附則第１２項に規

定する新定年条例定年相当年齢をいう。以下この項、次項及び附則第９項において

同じ。）が基準日の前日における新定年条例定年相当年齢を超える短時間勤務の職

とする。 

 ⑴ 基準日以後に新たに設置された短時間勤務の職 

 ⑵ 基準日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職 

 （令和４年改正条例附則第２１項の人事委員会規則で定める者） 

８ 令和４年改正条例附則第２１項の人事委員会規則で定める者は、前項に規定する

職が基準日の前日に設置されていたものとした場合において、同日における当該職

に係る新定年条例定年相当年齢に達している者とする。 

 （令和４年改正条例附則第２１項の人事委員会規則で定める定年前再任用短時間勤



 

 

務職員） 

９ 令和４年改正条例附則第２１項の人事委員会規則で定める定年前再任用短時間勤

務職員は、附則第７項に規定する職が基準日の前日に設置されていたものとした場

合において、同日における当該職に係る新定年条例定年相当年齢に達している定年

前再任用短時間勤務職員（令和４年改正条例附則第２１項に規定する定年前再任用

短時間勤務職員をいう。）とする。 

 （暫定再任用をされることを希望する者に明示する事項） 

１０ 任命権者は、暫定再任用（令和４年改正条例附則第６項、第７項、第１１項又

は第１２項の規定により採用することをいう。以下同じ。）を行うに当たっては、

あらかじめ、暫定再任用をされることを希望する者に、次に掲げる事項を明示する

ものとする。 

 ⑴ 暫定再任用を行う職に係る職務内容 

 ⑵ 暫定再任用を行う日及び任期の末日 

 ⑶ 暫定再任用に係る勤務地 

 ⑷ 暫定再任用をされた場合の給与 

 ⑸ 暫定再任用をされた場合の１週間当たりの勤務時間 

 ⑹ 前各号に掲げるもののほか、任命権者が必要と認める事項 

（暫定再任用の選考に用いる情報） 

１１ 令和４年改正条例附則第６項、第７項、第１１項及び第１２項の人事委員会規

則で定める情報は、当該各項の規定により採用しようとする者についての次に掲げ

る情報とする。 

 ⑴ 人事評価の総合評価その他勤務の状況を示す事実に基づく従前の勤務実績 

 ⑵ 暫定再任用を行う職の職務遂行に必要とされる経験又は資格の有無その他暫定

再任用を行う職の職務遂行上必要な事項 

 （暫定再任用の状況の報告） 

１２ 任命権者は、毎年５月末日までに、次に掲げる事項を人事委員会に報告しなけ

ればならない。 

 ⑴ 前年度における暫定再任用の状況 

 ⑵ 前年度における暫定再任用職員（令和４年改正条例附則第９項に規定する暫定



 

 

再任用職員をいう。附則第１４項において同じ。）の任期の更新の状況 

 （暫定再任用の準備行為） 

１３ 附則第１０項の規定による暫定再任用の手続は、この規則の施行前においても

行うことができる。 

 （令和４年改正条例附則第２８項の規定の準用） 

１４ 令和４年改正条例附則第２８項の規定は、地方公務員の育児休業等に関する法

律（平成３年法律第１１０号）第１７条の規定による短時間勤務をしている暫定再

任用職員について準用する。 

 （その他） 

１５ 附則第２項から前項までに定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な経

過措置は、人事委員会が別に定める。 



 

 

さいたま市人事委員会規則第５号 

   さいたま市職員の地域手当に関する規則の一部を改正する規則 

 さいたま市職員の地域手当に関する規則（平成１９年さいたま市人事委員会規則第

６号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（端数計算） 

第３条 職員給与条例第１２条第２項若しくは第４

項若しくは第１３条又は教職員給与条例第１４条

第２項若しくは第４項の規定による地域手当の月

額に１円未満の端数があるときは、その端数を切

り捨てた額をもって地域手当の月額とする。職員

給与条例第２３条（教職員給与条例第２３条にお

いて準用する場合を含む。）、第２７条第４項及

び第５項（教職員給与条例第２５条において準用

する場合を含む。）並びに第３０条第３項（教職 

員給与条例第２６条において準用する場合を含む。

）に規定する地域手当並びにさいたま市職員の修 

学部分休業に関する条例（令和３年さいたま市条 

例第３２号）第３条の規定により給与を減額して 

支給する場合の減じるべき額の算出の基礎となる 

地域手当の月額に１円未満の端数があるときも、 

同様とする。 

（端数計算） 

第３条 職員給与条例第１２条第２項若しくは第４

項若しくは第１３条又は教職員給与条例第１４条

第２項若しくは第４項の規定による地域手当の月

額に１円未満の端数があるときは、その端数を切

り捨てた額をもって地域手当の月額とする。職員

給与条例第２３条（教職員給与条例第２３条にお

いて準用する場合を含む。）、第２７条第４項及

び第５項（教職員給与条例第２５条において準用

する場合を含む。）、第３０条第３項（教職員給 

与条例第２６条において準用する場合を含む。）、

附則第３２項第２号から第４号まで、附則第３４ 

項、教職員給与条例附則第２３項第２号から第４ 

号まで並びに附則第２５項に規定する地域手当並 

びにさいたま市職員の修学部分休業に関する条例 

（令和３年さいたま市条例第３２号）第３条の規 

定により給与を減額して支給する場合の減じるべ 

き額の算出の基礎となる地域手当の月額に１円未 

満の端数があるときも、同様とする。 

  

附 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 



 

 

さいたま市人事委員会規則第６号 

   さいたま市職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する 

規則 

 さいたま市職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（平成１４年さいたま

市人事委員会規則第２１号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

別表第７（第２２条関係） 別表第７（第２２条関係） 

 ⑴ ［略］  ⑴ ［略］ 

 ⑵ 医療職給料表⑴昇格時号給対応表  ⑵ 医療職給料表⑴昇格時号給対応表 

昇格し

た日の

前日に

受けて

いた号

給 

２級 ３級 ４級 ５級 

 ［略］ 

４２ ２１  ［略］ 

４３ ２２ 

４４ ２２ 

４５ ２３ 

４６ ２３ 

４７ ２４ 

４８ ２４ 

４９ ２５ 

５０ ２５ 

５１ ２６ 

５２ ２６ 

５３ ２７ 

５４ ２７ 

 ［略］ 
 

昇格し

た日の

前日に

受けて

いた号

給 

２級 ３級 ４級 ５級 

 ［略］ 

４２ ２２  ［略］ 

４３ ２３ 

４４ ２４ 

４５ ２５ 

４６ ２５ 

４７ ２５ 

４８ ２６ 

４９ ２６ 

５０ ２６ 

５１ ２７ 

５２ ２７ 

５３ ２７ 

５４ ２８ 

 ［略］ 
 

 ⑶～⑸ ［略］  ⑶～⑸ ［略］ 

  



 

 

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後のさいたま市職員の初

任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（以下「改正後の規則」という。）別表第

７の規定は、令和４年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

２ 令和４年４月１日からこの規則の施行の日の前日までの間において、新たに給料

表の適用を受けることとなった職員及び昇給又は復職等における号給の調整以外の

事由によりその受ける号給に異動のあった職員のうち、改正後の規則の規定による

号給がこの規則による改正前のさいたま市職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関

する規則（以下「改正前の規則」という。）の規定による号給に達しない職員の、

当該適用又は当該異動の日における号給については、改正後の規則の規定にかかわ

らず、改正前の規則の規定による号給とするものとする。 

３ この規則の施行の日から令和５年３月３１日までの間において、新たに給料表の

適用を受けることとなった職員及び降格、昇給又は復職等における号給の調整以外

の事由によりその受ける号給に異動のあった職員（個別に人事委員会の承認を得て

号給を決定することとされている職員を除く。）のうち、前項の規定の適用を受け

る職員との均衡上必要があると認められる職員の、当該適用又は当該異動の日にお

ける号給については、なお従前の例によることができる。 

 


